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経済学研究 52-1

北海道大学 2ω2.6 

アジア開発最前線の労働市場(5 ) 

一一台北首都問の事例分析一一

宮本謙介

本研究の構成

(1) アジア国際分業と労働市場研究の課題(第51

巻第 1号)

(2) 中国その 1，上海市の事例分析(第51巻第 2

号)

(3) 中匿その 2，i折江省の毒事例分析(第51巻第 3

号)

(4) マレ…シア，クアラルンプル首都留の事例分析

(第51巻第 4号)

(5) 台湾，台北首都豊富の事例分析(本号)

次号以下

(6) ベトナム，ホーチミン都市閣の事例分析

(7) シンガポール， r成長の三角地帯jの事例分析
(8) インドネシア，ジャカルタ震都圏の事例分析

(9) インド，ニューテ、リー市の事例分析

(10) 開発最前線におけるアジア労働市場の国際比較

はじめに

本研究(1)でも指摘したように，アジア NIEs

4か閣の戦後経済発展は，少なくとも 1980年

代半ばまでは，冷戦体制下の 4か閣の特奥な

国際環境，つまり対社会主義前進基地という地

政学的位置を活かして，米・臼の全面的な綬済

協力に支えられたものであった。すなわち，園

内の稀少な天然資源と狭騒な市場にも拘わら

ず，戦後早期に輸出志向工業化に転換して成長

軌道に乗ることができたのは，国内の比較的豊

富な低賃金労働力を労働集約産業に動員して，

対臼輸入(中間財・資本財)と対米輸出(軽工

業製品)とを可能にする当時の国際経済環境が

存在したからに他ならない。この経済成長の枠

組みはアジア NIEs4か留にほぼ共通していた

と言ってよいが 4か留の社会経済の内部構造

を仔細にみれば，経済発展に果たす国家の役

割，産業構造，金融構造などの諸点で，各留の

特徴もまた異なっている。

本稿が分析対象とする台湾は，韓国との対比

で語られることも多いが，両国経済の基本的棺

違は，韓国が閤家主導型の財閥経営によって牽

引されてきたのに対して，台湾は民間企業，そ

れも中小企業が対米輸出産業の担い手であった

ことである。この点をやや敷街すれば，戦後中

国から逃れて台湾に樹立された蒋介石の国民党

政権(外省人政権)は，日本植民地時代の資産

を独占して国営企業(大企業)化し，戒厳令(1947

年~1987 年)の下で大企業に様々な保護を与

えたが，これに対抗する台湾人(本省人)は，

国家の保護・支援を受けることなく，小規模な

自己資金(あるいは地下金議 1J)に拠って零細

な中小企業を育成した。中国華南(おもに福建

省)出身者が多く，華僑(華人)の独立経営志

向と国襟的な情報ネットワ…クを共有して，柔

軟で迅速な経営戦略を採用する台湾中小企業

1)地下金融とは，公的な資本市場以外からの資金調達
であり，家族・毅族からの資金調達，企業織の非公
式貸借， r会jなどの民間相互金融，地下銭荘など
である O 例えば1982年のデータでは， f走路企業の
資金源は民間金融=地下金融が62%，これに対し
て公的な金融機関が38%でしかない(石田[1999]
参照)。
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は，日本や韓国の中小企業のように特定の大会 った繊維産業に代わってトップの座につき，以

業の系列=下請け企業となることも少なく，ま 降は IC(集積回路)と情報処理機器が生産・

た台湾に進出した外資系企業の経営支配を受け 輸出の牽引車となっている。

ることもほとんどなかった。狭い国内市場では

公営企業の支配力が大きく，これに対抗する独

立志向の強い中小企業家(一般には老板一ラオ

パンー，台湾の潟南語では f頭家J)は輸出産

業へ進出したのである。

台湾の開発工業化は， 1950 年代末~1960 年

代前半に外資導入と輸出志向戦略の法体系を整

備し (1954年外国人投資条例， 1962年技術導

入条例J，1965年輸出加工毘設置管理条例な

ど)， 1966年には高雄市に輸出加工区を開設し

た。 1960年代以降の輸出産業の伸長は目覚ま

しく，民間企業とくに中小企業の輸出産業への

参入が顕著となった。中小企業が担う輸出産業

では，貿易業務に介在する総合貿易商社がほと

んど存在せず，当時は先進国(とくにアメリカ)

の大規模小売産業の請負生産(雑貨・玩具・繊

維・食品など)も特磁的であった。必要な生産

財・中間財は，他のNIEs諸国と開様に尽本か

らの輸入に依存した。 1970年代以降の重化学

工業化(電機機器，右油化学，輸送機器など)

の段階でも開発の基調は輸出志向であり，さら

に資本・技術集約産業へのシフトを自指した

1980年代には，先端産業の研究・開発・生産

に特化した新竹科学工業円区を設立して注目さ

れた。

プラザ合意を転機とする 1980年代後半以降

の東アジアでは，その閣僚経済環境が大きく変

化し，アジアNIEs諸国はその対外経済政策を

軌道修正して，対米・対日依存から対アジア戦

略へとシフトした。台湾では，大陸中国の対外

開放政策に応じて，貿易・投資相手国の重点を

アメリカから中国に転換し，斜陽化した軽工業

部門の中国進出が閣内の産業構造の高度化にと

って有効に機能した。対日貿易の赤字分を，従

来の対米貿易黒字から対中資易黒字への転換に

よって相殺できたのである。 1980年代半ばに

は，電機・電子産業がそれまで輸出の主役であ

台湾経済のハイテク産業化では，輸出加工尽

に立地する外資系金業ばかりでなく， 1980年

代には中小企業が大挙して向業界に参入し，さ

らに 1990年代半ばには大手メーカー(パソコ

ンの宏碁[エイサー]など)の世界トップメー

カーへの仲間入りもみられる。いずれも先進国

の巨大メーカーと提携して， OEM生産によっ

てハイテク産業の国際分業体制にくい込んでい

る。本稿が，アジア開発最前線の一翼を担う台

湾の先端産業z 電機・竜子産業の労働市場を取

り上げる所以であるが，分析課題は，台湾の産

業構造の転換に伴う労働市場の編成であり，事

例は電機・竜子産業の主要な担い手である外資

系企業(日系企業)と地場の中小企業である。

ところで，現代台湾の社会経済研究を概観す

ると，研究考の関心は台湾の特徴とされる輸出

志向工業化政策の歴史的経緯，対米・対尽に偏

した貿易構造から対中国進出への転換，産業

構造の変動と近年の電機・電子産業の発展，中

小零細企業の経営風土，などに集中しており，

これらの領域では相当の研究蓄積を有するが，

本章が課題とする労働市場の研究は極めて乏し

いのが実状である。代表的な研究を挙げれば，

アジア NIEs全般については平JlI[1992J， 1980 

年代までの台湾経済の概要は谷浦(他編)

[1988J，隅谷(他編)[1992J，島田[1994J，

石田 [1999Jなど，対中国の輸出・投資構造に

ついては池上 [2000J，中小企業については沼

崎 [1996J，ハイテク産業化は高岡[1997J，)11 

上 [1998J，経済危機と台湾経済の関連に関し

ては中嶋 [2000Jなどが参考になる。これらの

先行研究に比して労働市場研究の蓄積は乏しい

が， 1980年代までを対象にした包括的な論孜

に隅谷[1992Jがある。

隅谷[1992Jは，各種のマクロ統計データに

基づいて 1980年代までを対象とした労働問題

の分析である。その要点は，農村部から労働集
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し， 1990年は 55.3%であり，世紀末にはほぼ

6割の水準であるから，一段と都市部への人

口集中が顕著になっていると言えよう。従来，

台湾の工業化は工業地帯への人口集中ではな

く，農村・地方小都市部に立地する中小規模の

に農業からの流出人口が吸収されたといわ

れてきたが(農村部からの通勤移動，瀬谷

[1992J) ，近年の都市人口比率の増大をみる

と，人口配置と産業構造・就業構造の関連につ

いて再検討する余地があるように思われる。以

下，本節では主に行政院主計処のマクロデータ

によって，この国の労働力編成の特徴を概観し

ておく。

まず表 1に労働力人口の推移を示した。1999

年の労働力人口は939万人，女性労働力比率が

1970 年~1999 年のほほ 30 年間に約 10 ポイン

ト上昇して40%に達していること，失業率は

アジア経済危機の影響で 1999年が2.9%とや

や上昇しているが，労働力不足固として失業率

は低位の水準で推移していること，などが特能

的であろう。

次の年齢別労働力人口の推移を示した表 2

によれば， 1990 年までは 15~19 歳， 20~24 歳

で女性労働力が男性労働力を上田ってお

り， 1999年時点では 10歳台後半の労働力人口

約産業に供給される低賃金労働力，その主力が

農村・地方都市の中小企業に流出する若年女性

(通勤工)であること，工業部門の労働者は概

して短勤続で都市内部の労働力移動も頻繁であ

ること，賃金は技能給が基本であり，大企業で

すら長期的な雇用関係・労働者管理の方策をと

らず，労使関係も商取引的特徴を有するこ

と， 1980年代に入ってからは労働力不足が深

刻化し，労働市場も転換点に立たされているこ

と，などである。本稿は，こうした関谷の問題

関心を受け継ぎつつ， 1990年代以降の台湾労

働市場の構造的特質について，個別事例データ

に依拠しながら検討する。筆者の調査は， 2000 

年 3月に台北首都圏の日系企業と地場中小企

業を対象として実施した(調査企業の所在地は

主に台北市・挑歯県・新竹市，地名は国 lを

適宜参照)。

行政院主計処の最新データによれば， 1999 

年の台湾人口は2209万人， 10万人以上の行政

体に居住する人口総数が1310万人で59.3%を

占めており，その康史的推移をみると， 1970 

年37.9%，1980年47.2%，1985年に過半iこ達

労働力人口の繕成と産業構造I 
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表 1 労働力人口の推移 (単位:1000人)

15歳以上人口
労働力人口

就業者総数 女性就業者 女性比率(%) 失業者 失業率(%)

1970年 8，115 4，576 1，396 30.5 79 1. 70 

1980年 11，378 6，547 2，191 33.5 82 1.23 

1990年 14，219 8，283 3，108 37.5 140 1.67 

1999 16，687 9，385 3，761 40.1 283 2.92 

(出典)行政院主計処， S tatistical Yearbook of tbe Republic of C泌na2000，より作成。

表 2 年齢別労働力人口の推移 (単佼:1000入)

1980年 1990年 1999年

男性 5六 男性 女性 合計 男↑生 女性 合計

15-19歳 393 421 813 211 221 432 162 141 303 

20-ー24歳 440 535 975 418 599 1，017 420 565 985 

25-29歳 804 345 1，148 910 568 1，478 808 614 1，422 

3ひー34歳 521 214 735 910 486 1，396 904 579 1，483 

35-39歳 488 193 681 811 441 1，252 921 587 1，508 

40-44歳 431 183 614 526 282 808 850 532 1，382 

45-49歳 406 146 552 440 214 654 703 406 1，109 

50-54歳 415 99 514 377 163 540 421 201 622 

55-59歳 294 59 353 324 107 431 308 126 434 

6か-64歳 158 24 182 237 57 294 204 72 276 

65 歳 56 7 63 97 23 ~ 112 33 145 

(出典)行政!箆主計処， r人的資源誘査統計年報 1999Jより作成。

表 3 学歴~IJ就業者構成の推移 (単位:1000人)

1980年 1990年 1999年

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

未就学 644 9.8 424 5.1 194 2.1 

小学校卒 2，716 41.5 2，383 28.8 1，621 17.3 

中学卒 1，228 18.8 1，649 19.9 1，794 19.1 

高校普通科卒 449 6.9 704 8.5 874 9.3 

高校職業科卒 829 12.7 1，770 21.4 2，443 26.0 

高専・専門学校卒 350 5.4 758 9.2 1，394 14.9 

大学・大学i涜卒 331 5.1 596 7.2 1，065 11. 3 

合計 6，547 100.0 8，284 100.0 9，385 100.0 

(出典)行政院主計処， r人的資源調査統計年報 1999Jより作成。

が著しく減少するとともに， 20歳台前半で女

性比率が高くなっている。 25歳未満の若年労

働力の減少は高学歴化による就学者の増加，そ

れに男性の兵役問題2)も関連していると思われ

るが， 20歳台前半で女性労働者が依然として

2 )若年男子労働力が少ない点については，兵役も勘案
しなければならない。現在でも，およそ40万人が

財宝義務対象者と言われる。台湾の兵役は20歳か

過半を占めているのは、後段でみる産業構造の

転換，電機・電子産業をや心とする労働集約産

業(量産工程)での若年女性の労働力需要が大

きな要因であろう。

表 3の学歴別就学者構成の推移によれば，

ら2年間を原郊とするが，近年では兵役開始を平

めて 18歳くらいから認めており，また大学生は卒

業まで猶予されるので， 22 歳~23 歳から兵役につ
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表 4 農業別就業者構成の推移 (単位:1000人)

1970年 1980年 1990年 1999年

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

農林漁業 1，680 36. 7 1，277 19.5 1，064 12.9 776 8.3 

鉱業 72 1.6 56 0.9 20 0.2 11 0.1 

製造業 958 20.9 2，152 32.9 2，653 32.0 2，603 27.7 

電気・ガス・水道 17 0.4 27 0.4 36 0.4 35 0.4 

建設業 231 5.1 549 8.4 673 8.1 843 9.0 

商業 623 13.6 1，058 16.2 1，621 19.6 2，130 22.7 

遼車車・通信 248 5.4 332 5.1 441 5.3 476 5.1 

金融・保険 65 1.4 87 1.3 220 2. 7 406 4.3 

ビジネスサービス 65 1.0 148 1.8 284 3.0 

社会・個人サービス 711 10.9 1，098 13.3 1，502 16.0 

公共部門 235 3.6 308 3.7 318 3.4 

合計 575 100.0 6，549 100.0 8，282 100.0 9，384 100.0 

(出典)行政院主計処， Statistical Yearbook of tbe Republic of China 20∞，より作成。

高卒以上の高学歴者比率が， 1980年の 30.1%

から 1999年には 61.5%へと 2倍以上に，高

専・専門学校以上の高学藍層になると， 1980 

年の 10.5%から 1999年には 26.2%にまで上

昇しており，台湾でもこの箆に急、速な高学歴化

が進展したことを窺わせている。前述した女性

の労働力人口比率の上昇や 20歳未満の労働力

人口の減少もこの点と関連していよう。学歴の

高度化は，言うまでもなく産業構造の高度化と

栃関するものである。

そこで表 4によって産業別就業者構成の推

移をみる。一次産業(農林漁業)比率の急速な

低下は当然として，それに代わる製造業の成長

が 1980年前後をピークにそれ以降は停滞ない

しは低下傾向を示し， 1990年代は商業・サー

ビス業の成長が看取される。つまり，高学歴に

よって専門技能を身に付けたザーピス産業従事

くことになる。大学進学祭の上昇で20歳台半ばの
年齢で兵役義務を果たす者も少なくない。また，大

学疾卒の高学歴技術者や医締，あるいは政府の要人

.高級官僚の関係者が何らかの方法で兵役を免れて

いることも，つとに指摘されている。正確なデータ

は得られないが，いずれにしても兵役によって若年

努子労働カの一部が労働市場に参入していないこと

も事実である。

者の増大が推察され，これは一層の産業高度化

の進展と格調するものであろう。

ここで隅谷[1992J に拠って台湾の産業別労

働力人口の歴史的推移を振り返っておくと，台

湾経済の高度成長期と雷われた 1964 年~1978

年に，製造業の労働力人口は 56万人から 189

万人に増加，この間の追加労働力需要の不足分

は主に農村部から供給された(農村人口はこの

間に 26万人減少)。農業就業人口は，最多であ

った 1965年の 175万人と比較すれば， 1999年

には 78万人となって 97万人の減少である

が， 10年単位でみて最も減少幅が大きかった

のは 1970年代で約40万人であり，やはり高度

成長期に農業就業者の工業部門への移動が進展

した。当時の工業化は繊維産業に代表されるよ

うな労働集約産業が主力であり，農村若年女性

を大量に吸収していたのである。したがって，

産業部の労働力編成を大づかみに整理すれ

ば， 1970 年代~1980 年代に農業から製造

へ， 1990年代には更にサーピス産業へと労働

力シフトが顕現していると替えよう。

この点を表 5の職種別就業者構成の推移で

みると， 1980 年~1999 年の関に専門職・技術

職の伸張と対照的に，生産労働者が絶対数・構

成比ともに減少しているのが特徴的となってい



6(6) 絞済学研究 52-1 

表 5 職種別就業者構成の推移 (単位:1000人)

1980年 1990年 1999年

構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

行政機管理職 245 3.7 391 4.7 414 4.4 

専門職 253 3.9 427 5.2 601 6.4 

技術織 498 7.6 963 11. 6 1，571 16. 7 

事務職 416 6.4 661 8.0 995 10.6 

販売・営業戦 968 14.8 1，383 16. 7 1，667 17.8 

農林漁業労働者 1，256 19.2 1，054 12.7 764 8.1 

生産労働者 2，913 44.5 3，405 41.1 3，373 35.9 

合計 6，549 100.0 8，284 100.0 9，385 100.0 

(出典)行政続主計処， Statistica1 Yearbook of tbe Republic of China 2000，より作成。

表 6 製造業の業穣目立生康指数
(付加価値額， 1996年=100)

1985年 1990年 1997年 1999年

食品・飲料 77.2 85.2 91. 9 85.1 

タノTコ 115.4 108.6 101.4 85.1 

繊維 74.7 84.7 103.6 108.1 

アパレル 239.6 163.8 95.1 87.8 

皮主事 187.7 196.2 91.2 83.9 

木製品 397.2 232.1 93.9 70.4 

家具製品 112.3 136.3 98.2 98.6 

パルプ・紙製品 56.2 84.8 104.7 109.8 

fn刷 71.6 91. 9 103.6 112.0 

化学原料 38.6 54.6 106.3 120.0 

化学製品 40.6 66.6 107.4 112.2 

石油製品 51. 9 63.8 103.8 117.0 

ゴム製品 76.9 106.4 99.6 94.8 

プラスチック 88.4 114.6 103.6 103.4 

非金属鉱産物 61.3 80.0 104.3 98.6 

基礎金潟 40.6 63.0 120.5 133.0 

金属加工 55.3 78. 7 105.1 105.3 

機械・設備 42. 7 73.9 108.8 105.0 

電機・電子機器 29.8 55.4 120.0 157.1 

輸送機器 50.2 84. 7 103.9 98.2 

精察機械 69.6 111.8 97.1 100.9 

その他 101.9 134.0 97.7 81. 5 

合計 56.0 76.4 108.7 120.3 

(出典)行政院主計処， Statistica1 Yearbook of tbe 
Republic of China 2000，より作成。

る。

次に製造業の内部編成と，台湾の特鍛とされ

る中小企業の位置を確認するために，まず表 6

で製造業の業種別生産指数を示す。 1996年を

基準として付加価値額でみた業種別の推移であ

るが，アパレル・長率・木製品など従来型の労

働集約産業の後退と，電機・電子機器のような

ハイテク関連の労働集約部門の伸張が著しく，

陪じ労働集約でも主役の交代は明瞭である。

表 7が事業所規模別にみた就業者構成の推

移である。労働者数による企業分類であるが， 1 

人-9人を零細企業， 10人-99人を小企

業， 100人-499人を中企業として構成比の推

移を見てみることにする。行政院主計処のデー

タの制約から，中規模企業の範囲がやや広くな

りすぎるが，台湾研究では，同データによって

労働者 500人未満の企業を中小企業と分類する

のが一般的であるから，本稿もさしあたりこの

区分に従っている九向表によれば，零細企業

の構成比は， 1980年 53.7%，1990年 53.2%，

1999年 51.1%となり，依然として過半を占め

ている O 小企業は 1980年 21.4%，1990年

24.0%， 1999年 26.6%で増加傾向にあり，と

くに 10人-29人層の増加が顕著である。中規

3 )台湾政府による中小企業の定義は， 1967年の f中
小企業報導誘長期」で初めて規定され，製造業は資本

金500万元以下，従業員数l∞人以下としたが，そ

の後，数留の改定があり時代とともに大きく変化し

ている。大幅改定が行われた 1977年には，資本払

込書震2000万元以下，資産総額6000万元以下，従業

員数300人以下となり，最新の 1991年「中小企業

認定標準jでは，資本払込額40∞万元以下，資産

総額 l億2000万元以下とされている(いずれも製

造業，石田[1999])。
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表 7 事業所焼模別就業者構成の推移 (単佼:1000人)

就業者数による 1980年 1990年 1999年

事業者規模 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

l人 840 12.8 1，071 12.9 1，040 11.1 

2-9人 2，678 40.9 3，337 40.3 3，743 40.0 

10-ー29人 751 11. 5 1，093 13.2 1，447 15.4 

3ひ-49人 314 4.8 450 5.4 570 6.1 

50-…99入 334 5.1 449 5.4 483 5.1 

ぬか-499入 556 8.5 629 7.6 765 8.2 

500人一 260 4.0 297 3.6 375 4.0 

政府機関 815 12.5 957 11. 6 961 10.2 

合計 6，548 100.0 8，283 100.0 9，384 100.0 

(出兵)行政院主計処， r人的資源調査統計年報J1990年版， 1999年版より作成。

奇襲 8 業種別にみた事業所規模別構成 (1999年) (単位:1000人)

1入 2人~ 10人~ 30人~ 50人~ 100人~200人~500人~ 政府 合計
9人 29人 49入 99人 199人 499人 機関

農林漁業 281 475 10 2 1 O O O 7 776 

鉱業 O 5 4 1 O O O O 2 11 

製造業 97 651 551 271 258 264 193 270 49 2，604 

電気・ガス・水道 O O 1 l 1 O O 32 35 

建設業 38 577 157 29 13 8 3 3 15 843 

商業 318 1，318 301 66 43 39 22 10 12 2，129 

運輸・通信 110 90 79 26 19 18 12 20 103 477 

金激・保険 6 25 83 96 75 41 18 20 41 405 

ピジネスサーどス 24 128 71 21 14 11 7 7 O 283 

社会・偶人サーピス 165 474 190 57 60 75 51 46 384 1，502 

公共部門 O O O O O O O O 317 317 

合計 1，039 3，743 1，447 570 484 457 306 376 962 9，382 

(出典)行政院主計処， r人的資源、調査統計年報.11990年版， 1999年版より作成。

模企業も大きな変動はなくほほ横這いであり，

結局，中小企業全体では 1980年 29.9%，1990

年31.6%，1999年34.8%と漸増していること

になる。構成比では政府機関就労者が減少， 500

人以上の大企業には自立った変化がなく，中小

零細企業の分厚い構成的比重は，増加こそすれ

減少していないのである。

そこで次に企業規模の編成を業種別に集計し

たのが表 8である。本章執筆時の最新データ

(1999年)による分類であるが，社会サービ

ス・公共部門の政府機関への依存度が高いのを

徐けば，製造業では大規模企業の構成が10.4%

とやや高くなるが(零細企業28.7%，中小企

業59.0%)，対照的に就業者数の多い商業では

99.0%が中小零細食業であり，しかも 76.8%

が労働者 9人以下の零細企業で占められてい

る。このように，製造業でも約 9割は中小零

細企業によって占められ，就業者比率を高めて

いる商業・サービス業では圧倒的多数が中小企

業によって担われている。

以上，マクロデータでみた産業構造・就業構

造の変動の特徴は，都市就業者および女性就業

者の急増，製造業からサーピス産業への労働力

シフト，製造業では従来型労働集約産業から

機・電子産業への主役の交替，などの諸点に顕

著であるが，かかる変動に伴う労働力の再編

が，依然として圧倒的多数を占める中小零細企

業によって担われているのも特徴的である O



8 (8) 経済学研究 52-1 

豆 臼系企業および地場中小金業の労働市場 翌年には高雄市にアジア第 1号の輸出加工区

1 台北市・桃関市の調査会業

2001年 3月の台北首都圏での筆者の企業調

査は，台北市および桃関市の電機・電子産業を

中心に日系企業 3社と地場中小企業 10社で実

施した。そこで本節では，外資系企業の中心的

存在である日系企業と現地俣tlの地場中小企業

の，それぞれの労働市場を比較検討しつつ，台

湾労働市場の今日的特質の一端を別出してみた

しミO

台湾は，その特殊な致治的位置から ODAに

よって先進国から開発資金を調達することが難

しく，それ故，潤発工業化の初期段階では海外

からの直接投資の積極的導入を図らざるを得な

かった。既述のように， 1950年代から外国人

および在外華僑を対象とした投資奨励法， 1965 

年にはf輸出加工毘設寵管理条例jを制定して，

表 9 台湾，日系企業の業穫別構成

を開設した。以降，次々に工業団地を開設し，

近年では新竹市と台潟市に科学工業同区を設立

してハイテク産業化の拠点とし，外資導入にも

カを入れてきた。

一方，日本の台湾投資は 1960年代後半に最

初のブームを迎え (60年代末に 71社進出)，

進出目的は，労働コストの削減と現地閣内市場

販売であったが， 1980年代以降は，抵賃金に

依存した従来型労働集約部門(繊維・雑貨・食

品など)が後退し(1976 年~86 年に製造業の

実質賃金は約 2倍に上昇)，家電・オーデイオ

の低価格商品(カラーテレピ，ステレオ，カセ

ットレコーダーなど)の第 3国向け輸出基地

および日本への逆輸出が基本戦略となってい

る。

表 9に，日系企業の業積別構成を掲げたが，

近年は商業部門の進出が顕著であり，これも現

業 種
1990年現地法人数 1999年現地法人数

構成比(%) 構成比(%)

農林・水産業漁業 0.1 

鉱業

建設業 28 4.0 23 2.7 

製造業食 u乞a3 16 2.3 16 1.9 

機 車産 24 3.2 13 1.5 

木材・製紙 4 0.6 l 0.1 

1[:; 学 72 10.2 81 9.5 

鉄 鋼 6 0.8 5 0.6 
ノs¥z 属 46 6.5 39 4.6 

機 械 59 8.4 70 8.2 

官軍 機 127 18.0 105 12.3 

輸送機器 4 0.6 5 0.6 

自動率 50 7.1 59 6.9 

その他 76 10.8 87 10.2 

磁業 137 19.4 271 31.8 

金融・保険 l 0.1 6 0.7 

不動産 7 1.0 2 0.2 

遼車寄 11 1.6 16 1.9 

サービス 28 4.0 49 5. 7 

その他 9 1.3 5 0.6 

合計 706 100.0 853 100.0 

(出典)r週刊東洋経済・別冊，海外進出企業総覧j1991 年版， 20∞年!坂，
より作成。
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地の産業構造の転換(高度化)に対応したもの リスクでも高利i開業種への転換を当然と考えて

であろう。製造業では，依然として電機，つい おり，こうした経営行動が今日の電子産業への

で化学・機械の構成的比重が高い。先端産業と 大量参入を生んでいる。谷浦(編)[1988]に

される電子産業の生産体制について蓄えば，日

本の大手メーカーはフルセット型が基本であ

り，欧米企業のように，部品・パーツ生産に特

化した台湾中小企業と OEM生産で下請け分業

関係を構築するといった戦略はそれほど顕著で

はない。

一方，地場の中小企業は，既述のようにその

経営者=老板は「本省人Jが中心であり，歴史
的には「外省人Jである間民党政権との対立か
仏政府の保護を期待せず，労働者(被雇用者)

としての経歴を持つ者も多く，独立心が強いこ

とで知られる O 老板はいわば独立自営業者であ

り，アメリカ向け翰出産業の担い手でもある。

その強い独立志向ゆえに，特定の大企業や公営

企業との系列関係に入ることを好まず，相互に

ネットワークを広げながら，多角的な取引関係

を結んで、きた。また，経営は制業者側人の強力

な1)ーダ…シップの下に家族経営が一般的とさ

れるが，経営の持続的発展よりも，たとえハイ

表 10 台北首都圏， 8系企業 2社の概婆

A社 B干士

業種 家電 精密機械

本社所在地 台北市 台北市

工場所夜地 桃閥系 桃E認祭

設立年 1965年 1986年

資本金 23 fJ意元 9億元

主主要製品 エアコン 自動率部品

年間生産額 (2∞o年) 95億元 28億5f;

部品調達率 (2∞0年)

台湾留内 60% 20% 

i毎タト 40% 80% 

奴売先 (2C∞年)

台湾君主内 85% 45% 

i毎外 15% 55% 

主要輸出先 香港・中国 25% アメリカ 50%

日本 22% 日本 40%

ヨーロッパ 18%

労働者数 1，301入 480人

47 45 

(出典)筆者調査 (2001年 3月)。

よれば， 1966 年~1976 年の高度成長期，中小

食業(労働者数 20 入~499 人)が労働者構成

比で47%から 52%へ，生産額で35%から

46%に増加しており(労働者数500人以上の

大企業や 19人以下の零細企業はいずれも構成

比が減少。同警の分類では 19人以下が零細金

業)，歴史的にみても中小企業の伸長が検出志

向で高い成長率(同時期のGDP実質成長率の

平均が 10.7%)を支えてきたとされている O

前掲表?でも触れたように，中小企業の構成

的比重は，その後の 1980 年代~1990 年代でも

それほど大きな変化を示していない。

次に，今毘誠査対象とした日系企業および地

場中小企業の概要を整理して掲げる。まず表 10

が日系企業 2社の概要であり，経営者へのイ

ンタビューで得られた情報を，以下簡単に補足

しておく。

A社は， 1965年に台北市に進出しており，

戦後台湾に進出した日系企業の草分け的存在で

ある。 1985年には，工場を郊外工業地帯とし

て開発された桃歯県の工業区に移転，主力商品

は家庭用・業務用のエアコンである。同社は，

フィリピンと中国(上海)の現地関連法人に投

資しており，いずれは台湾をアジア域内への投

資拠点として位置づけ，部品の相互調達などの

アジア域内分業のセンターとして経営管理機能

を強化するような方向で戦略の転換を図るとい

う。すでに台湾人の技術者・管理者を脊成し

て，中国・東南アジアの関連法人に派遣してい

る。「台湾での企業経験を活かした今後の方向

としては，中国・東南アジアとの連携以外にな

いJ(社長)という。
B社は，独立系の自動車部品メーカーで，特

定の大手メーカーの系列には入っていない。た

だし，日本で取引規模の最も大きい大手自動車

メーカーが1986年に台北市(工場は桃園鶴の

工業団地)に進出したことが，同社の海外展開
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表 11 電気・賀子産業の中小企業10社の概要

D干士 E干土 F干土 G社 H宇土 I宇土 J干士 K干i L社 M社

設立年 1986年 1987年 1964年 1988年 1983年 1976年 1983年 1961年 1985年 1998年

所在地 桃E震県 台北県 台中1暴 桃E喜子打 台北県 台北市 桃富喜l泉 台北県 台北i果 桃E霊媒

資本金 271∞万元 500万元 3ω0万元 20∞万元 ω∞万元 5α:J()万元 500万元 29∞万元 45∞万元 200万元

主要製品 発砲スチロ エアコン・ 家電製品の 自動車・家 コンセント 電子部品 錦管加工品 工業!llモー 扇風機・ 波書記童書
ール，家電 冷蔵庫の 各種部品 電のプラス アダプター 配線組立 ター，研耳号機 各種ファン

製品部品 部品 チック部品

売上額(2∞0年) 1億元 l龍1730万元 1l意鍛E万元 7500万元 l龍16∞万元 1飢餓万元 6520万元 2龍醐万元 9220万元 18∞万元

輸出比率 40% 60% 15% 30% 40% 5% 

(主婆輸出先) (7メリカ，自本) (自主アメけ) (8本，車車7ジ7) (中富?タイ，8本)(7メ'Jii，中東)

労働者数 50人 30人 92入 30人 18人 51人 22人 118人 42人 16人

(出典)筆者調査 (2001年 3月)。

のきっかけとなっている。現在は台湾のB系金

業や台湾企業への部品供給が生産の45%，輸

出はアメリカ中心に55%をおめる。いずれは

中閣の自動車市場を説んでや田進出を計翻して

いるとのことであった。

この 2社の他に，当初はもう 1社，電子部

品生産のB系企業C社の調査を予定していた

が，同社は2000年10月に中層(上海)へ工場

を移転し，台北には販売店のみを残すことにな

った。 C社は1968年に台北に進出，出資比率

は日本側80%，現地側20%の合弁，従業員約

400人 (1999年)，おもに現地企業あるいは欧

米向けの電子部品(半導体基板の集積田路)を

していた。台湾で培った華人ネットワーク

との結ぴつきを活かして，外資系企業が中国大

陸に投資あるいは生産移転するケースが顕著に

なりつつあるが，同社もその典型である。中屈

では，沿岸都市部でも人件費・地価が台湾のお

よそ 5 分の 1~1O分の l であり，中国の開

発拠点(例えば上海のようなメガ都市の工業団

地)での工業インフラの進展，華人ネットワー

クの利用，これらの条件整備が台湾企業の中国

進出ばかりでなく (1980年代末以降，まず中

小企業の対中進出が本格的に始まり， 1990年

代半ば以降は大企業の進出も顕著)，台湾に進

出していた外資系企業がさらに中盤大陸へ生産

.販売を再シフトするという事態も進展してい

る。

表11は，調査対象とした電機・電子産業の

地場中小企業10杜の概要である。中小企業の

調査も主に台北市と桃歯県で実施したが， 1 

社のみ台中県も含んでいる。資本金は200万元

から 5000万元まで規模格差が大きいが，平均

額では2700万元，従業員規模でみると前掲表

7の区分では小企業 9社，中企業 l社とな

る。 4社は国内市場向け生産のみであるが， 6 

社が製品輸出も手掛けており，そのうちの 3

社(D社・ G社 .K社)では輸出依存度も高い。

中小企業の調査に当たっては，台北に進出して

いる日系家電メーカーの台湾人スタッフの協力

を得たが，いずれの中小企業も特定の外資系企

業あるいは現地大手企業の系列下にはなく，多

角的な取引関係の展開が看取される。前述した

ような独立自営業者としての老板の独立志向と

家族経営は台湾中小企業の特徴であり，この点

は調査会業でも確認できた。

表12に経営者の略麓を示しているが，中小

企業経営者=老板たちは，様々な就労経験者で

あった。企業設立時の資金源については 5

社の経営者が閉答してくれたが (F社 .G社-

H社 .K社 .M社)， 1社は自己資金のみ (G

社)， 3社が自己資金に加えて家族・毅族・知

人からの資金協力を得ており (F社 .H社 .K

社)，公的な金融機関からの融資を受けたもの

は 1社のみであった (M社)。家族・親族・知

人からの融資ではパートナ…シップを組んで利
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表12 電気・電子産業の中小企業 10社の経営者 年ごとのローテーションで勉学と労働を繰り返

経営者の年齢 経営王手数 操業部の職業

D社 57歳 15年 建設請負業

E 宇土 50歳 14年 自営業(鋼管加工)

F 干土 70歳 38年 公務員

Gt土 52歳 13年 商社(郎社長)

H 宇土 50歳 18年 事務署員異

I 子土 58歳 25年 家電メーカー工員

J 干土 45歳 18年 機械工

K 干土 72歳 40年 技術者

L社 38歳 16年 情報通信業

M干土 48歳 3年 務業

(出典)筆者調査 (2001年 3月)。

益を分配するのが原郎であり，いわゆる f地下

金激Jが機能しているものと思われるが，この
点についての詳しい説明は得られなかった。

2 労働者の企業内構成と労働条件

以下では，食業内の労働力編成，労働力の流

動性，給源階層などについて，日系企業と地場

中小企業とを比較しつつ検討を加える。なお，

日系企業のうち B社からは項目を限定して調

査が許可されたので， A社のみデータを提示す

るものもある。

まず，表 13に労働者の職位構成を示してい

るo B系企業のA社は，学歴による入職口の

相違がかなり明瞭であった。下位の職位から}I慎

にみると，台湾人の臨時工は，地元の職業

業)高校の実習生23人を採用しており，彼ら

は半年契約で交替する(職業高校の生徒は，半

表13 労働者の職位構成

日系企業A社

日本人
台湾人

男性女性

蓑事・上級管理職 5 142 5 

技術職 3 65 12 

下級管Z聖戦 399 71 

毅長(班長・総長) 64 

本工 410 75 

臨待工 10 13 

合計 8 1，090 176 

(出典)筆者調査 (2001年 3fl)。

す)。職業高校卒業後の本採用については，特

に規定を定めておらず，勤務成績の優秀者を引

き続き採用した例もあるが，卒業後の継続採用

を方針とはしていないという O 台湾人の高校実

習生と閉じ職位に外国人労働者が位置してい

る。向社の外国人臨時工は，これまでにフィリ

ピン・タイ・ベトナム・インドネシアから受け

入れており(過去最大時は 70人)， 2年契約

で原則として契約更新は行わない。調査時に

は，タイ人が30人就労していた。台湾国内の

労働力不足と台湾人労働者の賃金上昇という事

態の中で，外国人(主に東南アジア各国からの

短期出稼ぎ)の題期契約労働者が台湾にも流入

しており，アジア域内の労働力移動先となって

いる。台湾全体で外国人労働者数は 31万 2000

人に達する (2001年 11月現在，タイ人 13万人，

インドネシア人 9万 3000人の)顔。 f海外労働

時報.1No.321)。臨時工の職務内容は，工場現

場の正規労働者と基本的には問様とされている

が，実際には工場内の雑役や簡単な作業工程に

配置される者も少なくない。臨時工は，いずれ

も短期の雇用契約であり，後述の賃金水準の面

でも最下層に位置し，各種の福利厚生を享受で

きないという点でも不安定な就労状態にあるこ

とは否定すべくもない。

直接部門で正規採用される生産労働者江本工

(現地の呼称、では「黒手J)は，学壁でみると

小学校卒から高校卒まで幅があるが，小卒・中

中小金業10社合計

外国人 台湾人 外関入
労働者 男性女性 労働者

38 13 

23 3 

27 28 

27 20 

115 109 

30 32 14 20 

30 262 187 20 
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卒クラスはおもに清掃・雑役工に多く配置され

ており，本工の多数を占める高卒・高等卒が生

産労働の主力である O 操業部始時や工場の競模

拡大期 (1985年の桃園への工場移転の時期な

ど)には大量廃沼の必要から，小卒・中卒クラ

スも本工として採用したとのことであるが，現

在は高卒を応、募要件としているという。本工=

正規労働者は，臨時工とは異なる入機口で採用

され，人事考諜によって等級で細かく夜分され

た車接部門の職階を昇ることになる。原則とし

て，現場の監督労働である組長・珪長・毅長の

地位が昇進(=昇給)の上隈である。

一方，間接部門の事務職・技術職・下級管理

職(ホワイトカラー，現地では「上斑族J)は

高専卒・専門学校卒・大卒が 8製を占めてお

り，その他は一部の職務に高卒者も採用してい

る。これら間接部門の労働者は，上述の底接部

門の生産労働者とは入職口が異なり，異なる職

階を昇進(口昇給)して，上位の管理職を呂指

すことになる。

このように短期契約の競時工，正規採用の

生産労働者=本工，事務・技術系の間接員労働

者は，それぞれ入事業口を異にし，後 2者は異

なる職階を昇進するのが原則である。 A社スタ

ッフの説明によれば，現場の監督労働者から優

秀な人材を間接部門に抜擢するケースもあると

のことであるが，かかる昇務はむしろ例外的と

見なされており，上記 3層の関では異なる職

域が形成されている。つまり， 3 J審構造から

成る分節的な内部労働市場の形成である。

これに対して中小企業の内部労働市場は，程

度の差はあるものの，上記の日系企業に比べる

と比較的単純な構成である。臨時工，本工，管

理職の 3層構成を取っていても，正規労働者

の各階層内部に複雑な職階は存在せず¥3層
区分だけの簡単な職位構成となっている企業が

多い。日系企業との類似点のひとつは，短期契

約の臨時工の採用であり，工業高校の実費生の

採用はF杜 13人と K社20人，外国人臨時工

はK社と L社でタイ人労働者をそれぞれ10人

採用している。やはり高校実習生は半年，外題

人は 2年契約で更新はなく，昇進=昇給のな

い短勤続である。

正規労働者の簡に明確な職階の援が存在しな

いのも中小企業の特徴であろう。本工はやはり

高卒クラスが主力であるが，かれらが管理職に

昇格するのもそれほど臨難ではない。労働者の

昇進に関する質問に対して， r優秀な人材は営
や管理職に抜擢するJ(F社・ I社)という

回答もあり，そもそも生産労働と管理労働を厳

密に区別していない金業も多いようである。例

えば， r現場の職長が管理職であるJ(日社 .M
社)というのは車接員と間接員の区別が明確で

なく，こうした中小企業では営業・販売・経理

などの間接部門は経営者の親族が担当してお

り，他の労働者の区分は本工と監督(職長)の

みである。「大卒クラスの技術者は別ルートで

採用J(K社)というように跨接員の一部(技
術者)の入職口が異なることもあるが，概して

職域の底分は暖味であり，それ故かえって各労

働者の職務範闘が限定されず，不足する人員を

相互に補い合って，柔軟で、多様な職務を果たさ

なければならない。労働の細分化・平準化が進

んだ大企業の生産現場よりも，中小企業の生産

労働者はむしろ高い応用力・熟練農を要すると

も言えよう。

中小企業のもう一つの特徴は同族経営である

が，調査企業においてもこの点は共通してい

た。董事会の構成員について 5社 (F校・ G

社 .H社 .K社・ M社)からの開き取りによ

れば，輩事会は 3 名~5 名で構成されてお

り，そのうち親族以外が参加しているのはF

社 l名， K社 2名のみであった。また，具

体的な数値は得られなかったが，管理職のうち

上位の職層で血縁者を採用していると多くの経

営者が答えており (8社)，人事考課による昇

進口昇給システムとは異なる論理が介在してい

る。

このように，中小企業の内部労働市場は，単

純な職位構成となっているか，あるいは日系企
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表14 労働者の学援別構成

B系企業A社 中小企業10社合計

労働者数 構成比(唱)労働者数 構成比(拡)

未就学 21 5.1 

小学校中退 11 2.7 

小学校卒 34 2.6 57 13.8 

中学卒 138 10.6 65 15. 7 

言語校普遂事十卒 131 10.1 34 8.2 

高校職業科卒 458 35.2 157 37.9 

高専・専門学校卒 343 26.4 57 13.8 

大学卒 197 15.1 12 2.9 

合計 1，301 100 414 100 

(出典)筆者調査 (20例年 3Ji)。

業のような職位構成を取っていても各職位内部

に細かく等級区分されるような複雑な職階が存

在しない。概して労働者の編成は単純である O

経営者の判断しだいで，労働力配置における職

位間移動も比較的容易であるが，同時に縁故採

用が幅をきかせて社内に共通の人事考諜による

昇進z昇給がルール化しないという問題点もあ

る。職務範閤が不明確であることは，むしろ仕

事の柔軟性・応用力・熟練を要求されることに

もなり，この点が中小食業の労働の特徴ともな

っている。

労働者の学歴構成については表 14のデータ

で確認しておく。日系企業A社は高卒者が

45.3%を占め，これが生産労働者の主力三三本

工であるが，間接員の一部も高卒者を配聾して

表15 労働者の年齢構成(サンプル関査)

日系金業A社

いる。高専・専門学校・大卒は 41.5%であり，

A社のような大規模企業では間接部門の層の摩

さも特能的であり，前掲表 3の台湾全体の就

業者学歴構成と比較しても，日系大企業におけ

る高学竪労働者の高い構成比は明瞭である。

一方，中小企業では中卒以下の低学歴層が

37.3%も雇用されており，逆に高等・専門

校・大卒の高学臆層が 16.7%と少数である。

高卒者が46.1%を占めて，やはりこの階層が

生産労働の主力であろうが，前述の日系企業と

の比較では，間接員=高学歴者の層が薄く，高

卒労働者が監督労働や管理職にも就いているも

のと思われる。職位荷のハードルがそれほど高

くなく，産接部門・間接部門の職域区分が明確

でなければ，高校卒以下の学歴の労働者には，

後述のような賃金活での不利はあっても，中小

企業の方がむしろ自らの職域を広げ，技能や経

営ノウハウを身につけるチャンスに恵まれるか

もしれない。

労働者の年齢構成については，サンプル調査

の結果を表 15に掲げている(調査対象は本工

層の生産労働者)。日系企業と地場中小企業と

の間に極端な差違はみられないが，中小企業の

方がやや中高齢者の比率が高くなっている。中

小企業でも高卒以上の高学歴者を採用する企業

が増加して，傾向的には高学歴者比率が上昇し

ているが，依然として低学歴の中高齢者も，一

中小企業10社合計

男 f生 女性 合計 構成比(%) 男性 女性 合計 構成比(%)

lシー19歳 l l 2.1 

2。ー24歳 3 2 5 10.6 4 4 6.9 

25-29歳 8 5 13 27.7 4 10 14 24.1 

3かー34歳 7 6 13 27. 7 6 10 16 27.6 

3シー39歳 4 3 7 14.9 6 4 10 17.2 

40-44歳 5 5 10.6 6 6 10.3 

45-49歳 2 2 4.3 4 4 6.9 

50-54歳 2 2 3.4 

55一歳 1 2.1 2 2 3.4 

合計 30 16 47 100 30 28 58 100 

(出典)筆者調査 (2001年3月)。
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表 16 労働者の平均賃金 (単位:元)

日系企業A社 中小企業 10社平均

基本給 諸手当 合計 基本給 諸手当 合計

董事・上級管理職 107，000 107，000 50，000 17，000 67，ωo 
技術戦 52，000 8，800 60，800 40，000 8，800 48，800 

下級管漆戦 50，000 2，900 52，900 33，000 6，000 39，000 

職長(班長・組長) 65，000 3，000 68，000 30，000 5，000 35，000 

本工 36，000 2，400 38，4∞ 24，000 2，000 26，000 
臨待工 18，000 320 18，320 17，000 17，000 

(出兵)筆者調査 (2001年 3月)。

表17 入戦時の求人情報源(サンプル調査)

日系企業 2社 中小企業 10社会計

A 宇土 B 干土

親族情報 8 11 

知人情報 13 10 

職業安定所(労働局) 2 l 

学校求人 4 3 

新開求人 15 12 

企業独自広告 5 8 

合計 47 45 

(出典)筆者調査 (2∞1年 3月)。

定の技能=就労経験を穣んでいれば参入しうる

労働市場であり，また若年労働力でも日系企業

のような上位労働市場には入れない低学歴層が

参入できる労働市場となっている。

次に労働者の賃金水準を示したのが表16で

ある。日系企業と中小企業を比較すると，各職

位ともに格差は明瞭であり，上位の職位ほど賃

金差は大きくなる。また企業内部の職位関の賃

金格差も日系企業の方が大きく，全体としては

入職時の学歴と職務，人事考諜による昇進を評

価する給与構成となっている。ただし，同表の

ように平均賃金でみれば，間じ生産労働者でも

人事考課によって昇給する本工場と最低賃金の

臨時工(実習生，外国人労働者)との鴎で賃金

格差が明僚となっている点は留意すべきであろ

う4)。

4 )企業の福利厚生および社会保障については，日系金

業・中小企業ともに，正規労働者には労働基首長法に

合計 構成比(%) 構成比(%)

19 20.7 14 24.1 

23 25.0 10 17.2 

3 3.3 

7 7.6 

27 29.3 18 31.0 

13 14.1 16 27.6 

92 100 58 100 

3 入職と離職

次に労働力の流動性について検討する。まず

表17が入戦時の求人情報源についてサンプル

調査したものである。日系企業と地場中小企業

では，入職時の職情報源にやや相違もみられ

る。日系企業では，親族・知人からの情報が

45.7%，新聞求人が29.3%と続くが， A社ス

タップの説明によれば， r生産労働者は血縁・
地縁の縁故を利用することが多く，間接員は新

開求人が原尉であり，最近ではインターネット

求人も有効のようだJという。一方，中小企業

ま毒づいて各種の手当て支給・保険加入が実施されて

いる。すなわち，職務手当・通勤手当などの支給，

医療保倹・労災保険などへの加入，また企業独自に

実施されている長期勤続者への退職金支給制度など

である。ただし，臨時二仁である高校実習生や外留人

労働者には適用されず，せいぜ、い現場での労災に対

して医療負担を行う程度であり，就労の安定度とい

う点、でも正規労働者と臨持工の格差は歴然としてい

る。
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では，上位の職層が縁故採用と新聞求人とに

2分され，生産労働者の応募では，縁故や新

開求人の他に，工場の門前や公共掲示板を利用

した求人張り紙広告(表 17のf企業独自広告J)

を利用する者が多いという O いず、れにしても，

縁故関係への依存は，労働市場がなお非公式の

人的ネットワークに依拠していることを示して

いるが，新聞広告や求人の掲示などによる採用

も縁故と間程度の比率であり，一定の広域性・

組織性は認められる。ただし，職業安定所など

の公的斡旋機関はほとんど機能していない。行

政協主計処『人力資源調査統計年報， 1999年J

によれば，失業者の求職方法の分類は，企業の

広告・ポスターが44.6%，親族・知人紹介が

40.9%，民間草案業斡旋所が5.8%，公共職業斡

旋機関が3.7%の)I[買であり，やはり企業の独自

広告と縁故依存の比率が高く，民関・公共を関

わず職業斡旋機関への依存が低い水準となって

おり，筆者の調査結果と大きな差違は認められ

ない。

表 18の転職函数のサンプル集計をみれば，

概して転職経験者比率の高さは明瞭である。日

系では「転職なしjがほぼ 4割を占め，一部

に定着的労働者の存在を想起させるが，中小企

業では「転職なしJが 1割に過ぎず，転職経
験者が圧倒的であり，しかも複数回の転職経験

が過半を占めている。これに関連づけて，転職

経験者の前織を集計したのが表 19である。日

系企業では民間企業からの転職がとりわけ多

く，これに国営企業での就労経験も含めると

87.0%となる。一方，中小企業は対照的に自

営業・商業部門の経験者が高い比率を占めてお

り，異業種間の移動も頻繁のようであるが，い

ず、れにしても 2次産業・ 3次産業関の高い流

動性が特徴的と言えよう。

難事実率について詳しいデータは得られなかっ

たが，日系A社のスタッフは「経済危機以前

は年 30%~40% の離職率が常態であったが，

現在は就職難から 5%程度に低下している。j

ri支術職・管理職労働者に離職(転職)者がと

署長18 労働者の転車量laI数(サンプル調変)

日系金業 2社 中小食業10社合計

A社 B 宇土 合計 構成比(%) 構成比(%)

転職なし 20 15 35 39.8 6 10.0 

l図 6 9 15 17.0 8 13.3 

2関 10 6 16 18.2 18 30.0 

3回 5 6 11 12.5 20 33.3 

4回 2 4 6 6.8 4 6.7 

5窃以上 2 3 5 5.7 4 6.7 

合計 45 43 88 100.0 60 100 

(出典)筆者調交 (2001年 3月)。

表 19 転職経験者の前総(サンプル鵜査)

日系企業 2社 中小金業10投合計!

A社 B宇土 合計 構成比(%) 構成比(%)

農民

国営企業 7 5 12 26.1 14 25.9 

民間企業 13 15 28 60.9 12 22.2 

自営業者 l 1 2 4.3 12 22.2 

薦人 1 l 2.2 14 25.9 

公務員 1 l 2.2 

教締 2 2 4.3 2 3. 7 

合計 22 M 46 100 54 l∞ 
(出典)筆者調交 (2001年 3月)。

りわけ多い。Jr中小企業の経営者に転身した例
もある。Jと述べており，上位の職層を中心、に
転職率の高さを指摘している O 中小企業でも離

職率は，月王子均が数%であり，やはり 1年で

半数ほどが交代する。台湾の統計データでは，

就業者の勤続年数の推移が得られるので，これ

を表20に掲げておく。 1990年代には 10年以

上の長期勤続者がやや増加し 1年未満が減

少しているが，それでも依然として短期勤続者

の構成比が高いのが特徴的である。 5年未満

の勤続者が1980年で 56.6%，1999年でも

48.6%を占めており，ほぼ半数が 5年未満で

退職しているのであり，この間の平均就労月数

をみると，年数にして 7~8 年程度で推移し

ている。このような離職率=転職率の高さは，

前述の隅谷[1992Jが指摘するように，台湾人

の労働観，つまり自己の能力・技能をより高く

評価する企業への移動を当然視する労働観，あ
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表20 就業者の勤続年数の推移(%)

l年未満 1年-3年 3年-5年 5年-10年 10年以上 平均就労月数

1980年 13.3 25.5 17.8 16.8 26.6 92 

1985年 14.9 23.1 17.4 16.3 28.3 97 

1990年 13.3 22.6 18.4 19.0 26.6 92 

1995年 11. 2 23.7 17.0 19.1 29.0 94 

1999年 10.6 22.0 16.0 19.5 31. 9 100 

(出典)行政続主計処， r人的資源調査統計年報j1990年版， 1999年版より作成。

るいは独立志向の行動様式によるものと考えら

れる 5)。

労働力の供給源については，表21の労働者

の出身世帯構成(サンプル認査)によってみて

おく。もはや農家からの流出が主要な供給源で

はないことは明らかであり，言うまでもなく，

かつて農村の通勤工を主な給滋としていた時代

(1980年代)とは，今日の産業構造は大きく

異なっている。しかし，労働者世帯の出身とみ

なされる民間企業・公務員は，日系企業で

34.7%，中小企業で32.0%であり，これが主

たる供源というにはなお層が薄い。自営業者や

商人層を出身世帯とする比率が高いことも特鍛

的で，日系で31.9%，中小企業で47.8%に達

しており，今なお零細自営業者が分車く堆積す

る台湾社会の産業構造を反映しているとも考え

られる O

5)本文で指摘したような台湾人の行動様式，つまり自

己の能力・技能をより高く評価する企業への転職を

当然視するような，独立志向に裏付けられた億人主

義的な労働観からすれば，日本的経営・生産システ

ムが容易に浸透しえないことは想像に難くない。事

実，日系企業At土のスタッフは， 1年功制を絞り入
れ人事を試みてきたが，いまは能力主義に重点を移

しつつあるJ1独立心が涯議で業績主義の台湾人に
年功約な職場管理は関難」と指摘しており，台湾で

も偽のアジア諸自立の日系企業とi可様に，日本的シス
テムの導入には消極的であり，極めて限定的にしか

行われていないようであった。

表21 労働者の出身t註帯構成(サンプル競査)

日系企業 2校 中小食業10社合計

A社 B干土 合計 構成比(%) 構成比(%)

農民 7 5 12 17.4 8 17.4 

国営企業 3 2 5 7.2 2 4.3 

民間企業 3 5 8 11. 6 10 23.3 

自営業者 8 8 16 23.2 14 30.4 

商人 4 2 6 8.7 8 17.4 

公務員 6 5 11 15.9 4 8. 7 

教締 2 3 5 7.2 

そのf也 4 2 6 8.7 

合計 37 32 69 100 46 100 

(出典)筆者認査 (2001年 3月)。

E 新竹ハイテク工業団地の労働市場

既述のように，台湾のハイテク関連産業(デ

ジタル・オーデイオ製品，パソコンおよびパソ

コン潤辺機器，携帯電話などの製造)は， 1980 

年代半ば以降の主力輸出部門となっている。初

期のハイテク産業化を担ったのは，民間企業の

圧僚的多数を占める中小企業であり，製品のラ

イフサイクルが短いハイテク関連製品の部品・

パーツ生産に特化して，効率的な生産と供給を

実現するとともに，中小企業相互の情報収集・

生産工程分業の体制が構築できた点でも強みと

なったのである。さらに， 1990年代に入ると，

宏碁(エイサ…)などの有力大手メーカーの成

長とともに，大量生産する部品・パーツの労働

集約工程を中国や東荷アジアに移転し，台湾本

国ではより高度な最終組立製品の生産にシフト

するなどの変化も現れている。モデルチェンジ

の早い開業界にあって，欧米とアジアの国際分

業の結節点に位置し，低価格製品を迅速に没界
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市場に供給して，独自の地位を築いてきた。

台湾のパソコン(部品・パーツ)生産は，先

進国巨大メーカー (IBM，アッフ。lレ，コンパッ

クなど)の OEM生産としても知られている

が， OEM生産によって変化の激しい世界の開

業界の先端情報と先端技術を獲得し，自らの研

究・開発に応、用して技術蓄積も進めてきたので

ある。こうして台湾は，先進愚からの外資・技

術の受け入れと台湾企業の多国籍企業化による

アジア展開によって，いまや世界有数のパソコ

ン(および周辺機器)生産国となっており，タu
えば，中国などの海外生産分を含めた台湾多国

籍企業の生産量が世界市場に占めるシェアは，

マザ…ボード60%，モニター 54%などであり

(1997年， II!上 [1998J)，最終完成品のノー

ト型パソコンでもその生産量は世界市場の

49%を占めるに至っている(1999年，池上

[2000J)。台湾国内では，台北市から新竹市に

かけて無数のハイテク関連企業が林立し，海外

では中国の珠江デルタの東莞，長江デルタの見

山に台湾ハイテク企業が集積している 6)。

こうした台湾ハイテク産業の急成長にあっ

て，国内でその拠点として注呂されてきたのが

6 )台湾における直接投資は，先進留を中心とする受入

とアジアを中心とする対外投資の荷預からなる

が， 1990年代の累積では海外からの受入が件数
5696，投資総額235億ドル，対外投資が件数 2万
6848，投資総額346億ドルで，対外投資が受入を上
回って台湾企業の多呂奈蓄食業化の進展を窺わせてい

る。 1990年代の留lJU受入者震の構成比では，アメリ
カ24.8%，日本21.4%，EU諸国10.6%の)11買，対
外投資では中国41.7%，アメリカ 10.6%，マレー
シア3.5%，シンガポール3.3%，香港3.0%の頗
で，対アジア投資では圧倒的に中国である。対中笛

投資では，初期はi可じ関商語圏の干高建省への投資が
注目されたが，いまでは広東省(とくに珠江デルタ

の東発は台湾金業の集積地域)，上海市，i:折江省，

江蘇省(とくに見山市)，河北省，四)11省など，全

国の重点的開発地域に拡大している。i!l:接投資の業

種では，やはり電機・電子が主役であり， 1990年
代の累積では海外からの受入総額の25.9%，対外
投資の19.3%を言電機・官章子部門が占めている(台
湾の投資動向については，石沼[199臼J，治上[20∞]， 
f中華民殴統計年銭 2000年版，などを参照)。

新竹科学工業圏区であった。本節では，新竹科

学工業盟区の労働市場について，現地の間工業

国監管理局で得られたデータに基づいて検討し

てみる。なお，当地では，半導体の部品生産を

行う N社でも開き取り諦査が許可されたの

で，同社からの情報も利用している。

N社は， 1997年設立，資本金15億元，主力

製品はシリコンウエハー(主にパソコンと携帯

電話の半導体碁板部品)，製品は 100%を工業

間区内のハイテク企業に供給しており，工場の

藍接員は 120人(高卒・高等卒)，事務職・技

術職・管理職で25人(エンジニア 10人が大学

臨修士課税修了者，その他は大卒)である。

新竹科学工業菌区は，アメリカのシワコンパ

レーを模して，中央に研究開発型企業，大学・

研究機関を集中的に配置し，相互に情報交換で

きる体制を取り，研究・技術開発・生産のネッ

トワーク化を構想している。台湾から海外(と

くにアメリカ)に流出した高度専門技術職の人

材を呼び戻すことも同工業間区の狙いである 0

1993年のデータによれば，工業濁区内 150社

のうち， 73社が海外から帰国した研究者・技

術者によって創設されている (1994年には約

6000人の技術者がアメリカから帰題してコン

ピューター関連会業に就職，あるいはベンチャ

ー企業を設立している。石田 [1999]，高照

[1997Jなど参照)。シリコンパレーと台北・

新竹を結ぶハイテク情報のネットワークも形成

されつつあるという。

表22は新竹科学工業窟区の事業展開の推移

を示している。向工業関区は 1980年に設立さ

れており， 1985年以降のデータでは， 2000年

までの 15年間に入居食業数で5.8倍の288

社，労働者数で 14.7倍の 9万8000人，登録

資本額で 158f去の約9000億元に達しており，

管理局の2000年データによれば，投資額によ

る内訳では台湾の国内資本が93.4%，外資が

6.1%，華僑資本が0.5%となっている。

宿区には政府がハイテク産業と認めた企業のみ

が入居可能であるが，所得税・法人税が企業設
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表22 新竹科学工業翻区，事業展開の推移

(資本客室:100万ニュー台湾ドル)

年次 入居企業数 労働者数 登録資本額

1985年 50 6，670 5，709 

1986年 59 8，275 6，703 

1987年 77 12，201 17，354 

1988年 94 16，445 21，683 

1989年 105 19，071 35，407 

1990年 121 22，356 51，689 

1991年 137 23，297 63，597 

1992年 140 25，148 74，099 

1993年 150 28，416 82，359 

1994年 165 33，538 116，726 

1995年 180 42，257 193，846 

1996年 203 54，806 389，251 

1997年 245 68，410 537，089 

1998年 272 72，623 666，265 

1999年 292 82，822 734，656 

2∞0年 288 97，905 899，548 

(出典)新竹科学工業関区管理局(編)r科学工業
医fiB互，統計季報j2000年 9月，より作成。

(注) 2000年は 9月までの数億。

立後 5年間免除，消費税・関税の全免(工業

盟区全体が保税区指定)，投資関連税も1O~

20%免除などの特典が与えられる。なお，間

工業圏区内でも工業高校の実習生や外岡人労働

者を雇用する企業があるとのことであったが，

しいデータは得られなかった。

次の表23は業種別分類であるが， IC (集積

回路)生産企業が入居企業数の39.9%，労働

者数で58.7%，登録資本額の 73.6%を占め

て，他を大きく引き離している O 表24の業種

表23 新竹科学工業函Id:，業種別分類 (2000年 9月)

入農企業数

構成比(%)

集積Illi路 115 39.9 

コンピュ タ・鹿辺機器 49 17.0 

通信 51 17.7 

光半導体 44 15.3 

精密機械 12 4.2 

ノfイオテクノロジー 17 5.9 

i口>. 言十 288 100.0 

別輸出比事をみても， IC生産中心のハイテク

工業団地であることは明らかである。現地での

聞き取りによれば， ICを中心に工業園区から

の産接輸出が約 5割，残りの 5割が器内市場

に供給されるが，国内での加工・組立工程を経

て輸出されるケースが多いという。表25の輸

出先構成 (2000 年 1 月 ~9 月)は，データの

制約から地域別の分類のみが判明する。アジア

向けが 6割を超えているが，歌米向けの OEM

生産も 35%ほどを占めているものと思われ

るO 管理局の説明では，国内市場に供給された

ICなどの最終消費地はアメリカが中心であ

り，ほとんどがOEM生産とのことであった。

次に労働者の学歴別構成を表26でみると，

前述の台北・桃E訟の日系企業や地場中小企業と

比較しでも，高学控労働者比率の高さが顕著で

ある。大卒・大学院卒が38.4%を占めており，

これらの高学歴労働者は，エンジニア・下級管

理職で入職する(このクラスには，先進国のハ

イテク関連産業での就労経験を経て帰国した者

も含む)0N社での開き取りによれば，このク

ラスは 1年程度の企業独自の技能研修を受

け，高度の専門職労働者として就労する。一方，

生産労働者は若年女性を中心に高卒・高専卒の

学歴であり，配属の工程にもよるが，このクラ

スは I カ月 ~3 カ月の OJT で充分であると

いう。表27の労働者の年齢別構成をみても，

で女性比率が特に高い。 15 歳~19 歳で

女性が 76.0% ， 20 歳~29 歳で 60.8% である。

(資本額:1∞万ニュー台湾ドル)

労働者数 登録資本額

構成比(%) 構成比(%)

57，463 58.7 662，275 73.6 

16，011 16.4 113，945 12.7 

7，378 7.5 32，081 3.6 

15，235 15.6 84，027 9.3 

1，292 1.3 3，800 0.4 

526 0.5 3，420 0.3 

97，905 100.0 899，548 100.0 

(出典)新竹科学工業園長E管理局(編)r科学工業関区，統計季報j2000年 9月，より作成。
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表24 新竹科学工業関1&，業種別輸出額(平均月額)

(単位:100万ニュー台湾ドル)

売上額
輸出薄額翫(%)

構成比(%)

集積回路 45，125 61.2 17，722 48.2 

コンピュ…タ帰辺機器 17，500 23.7 13，511 36.7 

通信 3，812 5.2 1，666 4.5 

光半導体 6，600 9.0 3，056 8.3 

精密機械 575 0.8 111 0.3 

バイオテクノロジ} 75 0.1 33 0.1 

そのf也 667 1.8 

合計 73，687 100.0 36，766 100.0 

(出典)新竹科学工業麿!R管理局(綴)r科学工業
題!R，統計季報.12000年9月，より作成。

("1主) 売上額は 2000 年 1 月 ~8 月の王子均額，
輸出額は周年 1fl ~ 9月の王子均額。

表26 新竹科学工業関区，労働者の学経別構成

(2000年 9月)

労働者数 構成比(%)

中・ 1奇卒 30，638 31.3 

高専・専門学校卒 23，814 24.3 

大学卒 20，493 20.9 

大学院修士卒 15，997 16.3 

大学院博士卒 1，140 1.2 

その{也 5，823 6.0 
メ仁〉3、 言十 97，905 100.0 

(出典)新竹科学工業箇区管理局(綴)r科学工業
E富民統計季報.12000年9月，より作成。

ハイテク関連産業の生産労働は，生産工程の細

分化と平準化によって労働集約型に分類しうる

が，そこでは大量の若年女性が雇用される。つ

まり，大卒・大学院卒の専門職・技術事業と高卒

若年女性の労働集約型生産労働との 2極分化

を特徴としているのである。

このように，新竹科学工業関区の労働市場

は，参入する労働力の圧倒的多数が高卒以上の

学援を有しているが，生産現場の労働集約の職

種を高卒若年女性が担い，研究・開発部門を大

卒・大学院卒の高度専門労働者が担うというよ

うに，この 2階層の職域区分が明瞭となって

おり，高学歴労働者内部における労働力の序列

表25 新竹科学工業爵区，輸出先構成

(2000年1湾-9月)

輸出額(億冗) 何時期前年比
構成比(%) 成長準

アジア 2，064 62.3 53% 

アメリカ 684 20. 7 8% 

ヨーロッノT 471 14.2 34% 

オセアニア 30 0.9 -14% 

ラテンアメリカ 43 1.3 156% 

中東 17 0.5 21% 

アフリカ 3 0.1 -32% 

合計 3，312 100.0 38% 

(出典)新竹科学工業関区管理局(編)r科学工業
関区，統計季報.12000年9月，より作成。

表27 新竹科学工業豊富区，労働者の年齢別構成

(2000年 9月)

努 T生 女性 合計 構成比(%
15-19歳 779 2，469 3，248 3.3 

2か…29歳 18，584 28，820 47，404 48.4 

3かー39歳 21，589 15，480 37，069 37.9 

4か-49歳 5，077 3，600 8，677 8.9 

50-59歳 896 462 1，358 1.4 

その他 133 16 149 0.2 

合計 47，058 50，847 97，905 100.0 

(出典)新竹科学工業濁区管理局(綴)r科学工業
苦言区，統計季報.120∞年 9月，より作成。

イヒも顕在化しているのである。

おわりに

本章では，アジアNIEsの一員であり，今日

ではハイテク産業の成長で注目されている台湾

を取り上げた。同国の就業構造にみられる近年

の変化は，都市就業者および女性就業者の急増

とともに，製造業からサーピス産業への労働力

シフト，製造業では，同じ労働集約部門でも従

来型業種から電機・電子産業への主役の交替，

などに顕現しているが，かかる労働力構成の変

化にも拘わらず¥依然として中小零細企業が先
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端産業・輸出産業の重要な担い手であるところ 労働力と研究・開発部門の高度専門職労働者の

に台湾的特徴を見出しうる。 2層構造も特鍛的であり，ハイテク産業に囲

台北首都圏で調査したB系食業では，短期躍 有の労働力の序列化も顕現している。台湾のハ

用の臨時工，正規生産労働者の本工，事務職・ イテク企業の多くは，いまや中国大陸への進出

技術事業・管理職の間接員という 3層構成を取 で多国籍企業化しており，ハイテク生産の労働

っており，各摺層は入職口を呉にし，昇進

絵システムを異にするという点で，分節的な内

部労働市場を形成していた。とりわけ，労働力

不足が深刻化しつつある問国では，短勤続・低

賃金・社会保障欠如を就労の特徴とする外国人

臨時工の流入が，労働力の格差構造を一層顕在

化させている。間じく台北首都簡を中心に調査

した地場の中小企業では，日系大企業ほど明瞭

な内部労働市場の編成は見られず，経営者の恋

意によって労働力の配置・移動も容易である

が，それは縁故採用が幅をきかせる河族的経営

の反狭でもあった。労働の細分化・王子準化がそ

れほど進んでいない中小企業では，職務範閥が

不明確であり，それだけ仕事の柔軟性・応用力

・熟練を要することになる。独立志向の強い台

湾人が，大企業の一員としてよりも，賃金・福

利厚生の面では不利でも，自らの技能を磨く場

としての中小企業を選択しでも不思議ではな

しミ。

台湾人の独立志向に裏付けられた個人主義的

な労働観からすれば，労働力の高い流動性(離

職率・転職率の高さ)はむしろ当然であり，日

系企業などが何らかの形で導入を図ってきた呂

本的経営・生産システムの定着も容易ではな

い。認査企業をみる限り，労働のインセンテイ

ブを高めるためには，かつての日本的システム

よりも能力主義・業績主義の本格的導入が検討

されているようである。

台湾の最先端産業が集中する新竹のハイテク

工業団地は，労働力の大半が高卒以上の学歴を

有する労働市場を形成しており，しかも高学歴

者の高度専門職・技術職の構成的比重も高く，

おそらく台湾では最上位に位置する労働市場で

あろう。同時にハイテク産業の労働力編成をみ

ると，労働集約の生産現場に参入する若年女性

集約工程のアジア移転によって，上述の労働力

の 2層構造はアジア間の国際分業としても顕

在化しつつあると考えられる。
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